資料1
2021年度学友会団体登録申請規約

第1章　学友会登録団体
第1条(定義)
学友会登録団体とは、学友会常任委員会の管理の下、支援を受け活動する団体とする。学友会登録団体は、登録時期によって以下のように分類される。
1. 今年度前期に登録した場合は、以下のように分けられる。
i. 前年度学友会団体登録を完了していた場合は更新団体とする。
ii. 前年度学友会団体登録を完了していない場合は新規団体とする。
2. 今年度後期に登録した場合は、前年度の学友会団体登録の有無を問わず、全て新規団体とする。
学友会団体登録が可能な時期は、第5条で定義するものとする。
なお、以降学友会に入会している者を学友会員と呼ぶこととする。

第2条(団体登録申請条件)
学友会団体登録の申請をする団体は以下のすべての条件を満たしていることとする。
1. 団体代表者及び副代表者が学友会員である。
2. 神楽坂キャンパスの構成員の内、過半数が学友会員である。
3. 団体の規模について、新規団体は神楽坂キャンパスの構成員が3名以上、更新団体は2名以上である。
4. 政治的および宗教的活動を活動目的としていない。
なお、上記に沿っている場合でも、罰則(第8条)の適用により活動停止となった団体は、学友会常任委員会の了承なしには登録できないものとする。 
5. 本規約ならびに学友会Webページ掲載の「東京理科大学学友会常任委員会 個人情報保護方針」に同意するものとする。
6. 東京理科大学Ⅰ部体育局、東京理科大学Ⅱ部体育会に所属していないものとする。

第3条(期間)
学友会登録団体として認める期間は、2021年度の学友会団体登録が完了してから、当該年度の全ての支援金申請期間が終わるまでとする。

第4条(団体登録方法)
学友会団体登録を希望する団体は、第5条で定める期間内に登録手続きを完了することで学友会登録団体と認められる。

第5条(団体登録申請期間)
学友会団体登録申請期間として前期、後期1回ずつ合計2回の期間を設ける。
両申請期間は学友会常任委員会が指定した期間とする。
第6条(義務)
学友会登録団体は以下の義務を果たすこととする。
1. 大学生として本学の健全な発展をはかることを前提とし、大学生活を有意義に送る事を目的に活動を行う。
2. 前期及び後期の学友会常任委員会の指定する期間に団体メンバー表を提出する。ただし、後期に学友会団体登録した団体は後期のみとする。
3. 団体構成員ならびに役職の変更がある場合は、速やかに団体メンバー表の変更を申請する。ただし、団体メンバー表の変更が可能な期間は学友会常任委員会が指定するものとする。
4. 活動報告書を提出する。
5. 学生大会に団体代表者、団体副代表者両名が出席する。学生大会にやむをえず出席できない場合は、学友会常任委員会の了承の下、委任状の提出をする。なお、代表者・副代表者は必ず団体構成員に対し学生大会の内容を伝達する。
6. 団体代表者会議に、団体代表者又はそれに準じるものが出席する。団体代表者会議にやむをえず出席できない場合は代理人を出席させる。団体代表者会議に出席した者は必ず団体構成員に対し会議の内容を伝達する。なお、団体代表者会議は第9条にて定義するものとする。

第7条(権利)
学友会登録団体は以下の権利を得ることとする。
1. 学友会常任委員会から支援金や団体ポストの設置等の各種支援を受けることができる。
2. 新歓への参加資格を得る。ただし、第2章におけるサークルポイントが60点未満の学友会登録団体は新歓への参加資格を得ることができない。新歓とは、次年度4月上旬に行われる課外活動ガイダンス及び勧誘ポスターの掲示を含む新歓運営本部が提供する全ての勧誘活動のこととする。
3. 学生大会における、団体として議題及び意見提出の資格を得る。

第8条(罰則)
学友会登録団体は以下の事項に該当した場合、学友会常任委員会により処罰を受けるものとする。なお、処罰の程度は学友会常任委員会に一任するものとする。
1. 本学より処罰の申請があった場合。 
2. 公序良俗に反する活動を行った場合。
3. 第6条における義務を果たさなかった場合。
4. 本規約に反する活動を行った場合。 







第9条(団体代表者会議)
1. 学友会常任委員会は学友会登録団体へ重要事項を周知することを目的として団体代表者会議を開くことができる。
2. 団体代表者会議は、学友会常任委員会が指定した日に行う。
3. 団体代表者会議は、年4回設けられる。
ただし、学友会常任委員会は必要に応じてその回数を増減することができる。
回数が変更される場合は、速やかに団体に周知されるものとする。
4. 以下の条件のいずれかが満たされたとき、学友会常任委員会は第2項で述べた会議とは別に、臨時団体代表者会議を開くことができる。ただし、臨時団体代表者会議は団体に関するものを扱うこととする。
なお、臨時団体代表者会議の出席義務に関しては、開催前に学友会常任委員会から学友会登録団体へと伝達されるものとする。
i. 学友会常任委員会が必要と判断した場合
ii. 学友会登録団体の三分の二以上の要求があった場合

第10条(学友会団体登録拒否・権利剥奪)
　　　学友会常任委員会は、学友会登録団体に関する情報が他の団体と限りなく近いと判断した場合、当該団体の学友会団体登録を拒否することができる。事後に発覚した場合は、学友会団体登録によって得た権利を全てもしくは一部剥奪することができる。
　　　また、学友会常任委員会の新歓を含む全ての活動・運営を妨げる行為を行った団体に関しても同様の措置を取ることができる。



第2章　サークルポイント
第11条(定義)
1. サークルポイントとは、学友会登録団体が所有する点数のことを指す。サークルポイントは学友会登録団体が新歓に参加するための資格や団体支援金額に関わるものである。
サークルポイントは更新登録または新規登録完了後、0点とし、120点を満点とする。
2. サークルポイントの点数配分は以下の通りとする。
1 団体代表者会議出席点		30点(10点×3回)
2 学生大会出席点		20点(10点×2回)
3 団体メンバー表提出点		20点(10点×2回)
4 団体メンバー表早期提出点	10点(5点×2回)
5 団体登録申請書提出点		10点
6 活動報告書提出点		10点
7 新歓得点換算点		20点

第12条(サークルポイントの点数配分詳細)
1 第2回以降の団体代表者会議に出席する毎に10点付加する。ただし、遅刻した場合及び早退した場合は5点とする。また同一名称の会議へ2度以上出席した場合は、当該加点の内、最も高い加点分のみ付加する。
なお、団体代表者会議が開催されなかった場合は、当該会議出席によるサークルポイント分の10点を付加する。
団体代表者会議における点数の付加は最大3回分行われるものとする。
2 学生大会への代表者及び副代表者それぞれの出席で、5点ずつ付加する。ただし、遅刻及び早退した場合は当該点数を3点とし、委任状を提出した上での欠席は2点とする。また、学生大会が行なわれなかった場合、当該学生大会出席によるサークルポイント分の10点を付加する。
3 前期及び後期の期間内に団体メンバー表を提出した場合、それぞれ10点ずつ付加する。期間については団体代表者会議にて通知するものとする。ただし、不備があった場合、学友会常任委員会が指定する期間内に再度提出をしなければならない。ただし、不備があり、期限を過ぎて再提出した場合、点数は付加しない。
4 団体メンバー表を学友会常任委員会が指定する早期提出期限までに提出した場合、メンバー表の得点に加えて5点を付加する。ただし、不備があり、期限を過ぎて再提出した場合、点数は付加しない。
5 学友会団体登録の際に、期間内に団体登録申請書を提出していた場合、10点付加する。ただし、不備があり、期限を過ぎて再提出した場合、点数は付加しない。
6 期間内に活動報告書を提出した場合10点付加する。期間については学友会常任委員から各学友会登録団体に対し通知するものとする。ただし、不備があった場合、学友会常任委員会が指定する期間内に再度提出をしなければならない。ただし、不備があり、期限を過ぎて再提出した場合、点数は付加しない。
7 学友会登録団体として正規の手続きで2021年度に新歓への参加をした団体及び、新歓への参加資格を満たしていながら不参加を表明した団体に新歓得点換算点として、20点を付加する。この点数は2021年度の新歓における罰則に応じて減点される。

第13条(サークルポイントの加減)
1　学友会常任委員会は各学友会登録団体に対し、第3条に定める期間終了までの合計点が120点を超えない範囲でサークルポイントの加点を行うことができる。
2　学友会常任委員会が定めた規約等に重大な違反を行った学友会登録団体に対して、学友会常任委員会は第3条に定める期間終了までの合計点が0点を下回らない範囲でサークルポイントの減点を行うことができる。
3　学友会常任委員会はサークルポイントの加点及び減点を行うにあたり、団体に対し、加減点数及び加減理由を通知しなければならない。
4　学友会登録団体は、減点に対し、異議申し立てが可能である。減点の異議申し立てが可能な期間は、学友会登録団体が減点を通知された日を含め、7日間とする。異議申し立てを行う学友会登録団体は期間内に書面にて学友会常任委員会に異議申し立て理由を提出するものとする。
第3章　団体支援金
第14条(定義)
団体支援金とは、学友会費を財源とし、学友会登録団体の活動の支援を目的に各団体へ交付される資金である。団体支援金は学友会登録団体の申請後、本章に記載されている条件を満たした額を交付される。

第15条(団体支援金申請資格)
更新団体は学友会常任委員会に対して、支援金申請を行うことができる。ただし、学友会常任委員会が指定した時点での神楽坂キャンパスの構成員のうち、8割以上が学友会員である団体のみの支援金申請のみ有効とする。

第16条(団体支援金申請方法)
申請を希望する学友会登録団体は、学友会常任委員会が定める基準を満たした団体支援金申請用紙及び領収書添付用紙を、学友会常任委員会が指定する期間中に提出するものとする。学友会常任委員会は当該年度の学友会常任委員会業務期間中に申請期間を設けるものとする。

第17条(団体支援金上限額)
1　一年あたり交付する支援金の基本上限額を一団体あたり4万円とする。
2　第1項の上限額に加え、所属している学友会員の人数が10人ごとに5000円ずつ第1項に定める上限額に上乗せする。ただし、一団体に交付される支援金の最高上限額は6万円とする。この上乗せ分は年度内最後の支援金申請時のみに適用される。学友会員の人数は、その申請時点で提出されている団体メンバー表に記入されている学友会員の人数で計算する。

第18条(団体支援金交付可能額)
団体支援金交付可能額は、サークルポイントを100で割った値に第17条で定めた団体支援金上限額をかけた金額とする。ただし、サークルポイントが100点を超えている場合、超過分は切り捨てとする。

第19条(団体支援金申請承認の基準)
1. 団体支援金申請ならびに交付の対象は、活動予定書に記載された活動内容と関連性のある用件に限る。
ただし、学友会常任委員会が活動報告書を受理した場合、活動報告書に記載された活動内容と関連性のある用件に限るものとする。
2. 領収書は以下の5項目を必須とし、欠落したものは発行元を問わず無効とする。
1 団体名
2 領収書発行日
3 金額
4 但し書き
5 領収書発行元の印鑑もしくはサイン
3. 用紙に添付する領収書は原本のみとし、複写されたものは無効とする。
4. その他、学友会常任委員会が許可を出したもの。
5. 領収書発行日が2021年4月1日から2022年3月31日の期間内であるものとする。

第20条(団体支援金申請の却下)
学友会常任委員会は第19条に基づき団体支援金申請を審査し不適切な場合は申請を却下できる。学友会常任委員会は申請を却下した学友会登録団体に対しては却下理由を通知しなければならない。

第21条(団体支援金申請却下の異議申し立て)
学友会登録団体は、団体支援金申請却下に対し、異議申し立てが可能である。
団体支援金申請却下の異議申し立てが可能な期間は、学友会登録団体が申請却下を通知された日を含め、7日間とする。異議申し立てを行う学友会登録団体は期間内に書面にて学友会常任委員会に異議申し立て理由を提出するものとする。

第22条(団体支援金交付額)
団体支援金として申請するときの金額は交付可能額を超えて申請してもよいものとする。ただし、支払われる金額は申請した時点での交付可能額までとする。

第23条(団体支援金に関する罰則)
虚偽の申請が発覚した学友会登録団体は、当期に支払われた団体支援金の全額返済及び当期の申請資格の剥奪、若しくは来期の団体支援金最高上限額の減額、又はこれらを併科する。

第4章　附則
第24条(本規約の変更)
1. 本規約を変更がする場合は、学友会常任委員会は団体代表者会議もしくは臨時団体代表者会議で議決を取らなければならない。なお、以下の条件が共に満たされたとき、本規約を変更することができる。
i. 学友会登録団体の総数の三分の一以上の出席
ii. 出席者の過半数の可決
2. この会議は1団体あたり代表者（もしくはその代理）の1人のみ投票権がある。
学友会常任委員会は速やかに団体へ議決の結果を報告しなければならない。

第25条(本規約の適用期間)
1. 本規約は2021年6月1日から次年度における同様の規約が施行されるまで適用される。
2. ただし、2021年度の団体支援金に関しては申請期間に関わらず、本規約を適用する。



東京理科大学学友会常任委員会
